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１．平成17年10月期の業績（平成16年11月１日～平成17年10月31日）

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年10月期 3,942 31.4 711 4.9 710 4.7

16年10月期 3,000 23.1 677 27.2 678 27.3

当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

株主資本
当期純利益率

総資本
経常利益率

売上高
経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

17年10月期 573 42.1 2,482 77 － － 13.7 14.2 18.0

16年10月期 403 33.3 5,526 42 － － 16.0 21.8 22.6

（注）①期中平均株式数 17年10月期 231,000株 16年10月期 73,038株

②会計処理の方法の変更 有

③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率であります。

④平成16年６月21日付をもって、普通株式１株を４株に分割しております。16年10月期の期中平均株式数は、分割
が期首に行われたものとして計算しております。

⑤平成17年２月21日付をもって、普通株式１株を３株に分割しております。17年10月期の期中平均株式数は、分割
が期首に行われたのとして計算しております。

(2）配当状況 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

１株当たり年間配当金 配当金総額
（年間）

配当性向
株主資本
配当率中間 期末

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

17年10月期 800 00 － － 800 00 184 32.2 4.1

16年10月期 1,700 00 － － 1,700 00 130 30.8 3.4

（注）17年10月期期末配当金の内訳は、普通配当600円、記念配当200円であります。

(3）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

17年10月期 5,518 4,537 82.2 19,642 62

16年10月期 4,486 3,855 85.9 50,075 24

（注）①期末発行済株式数 17年10月期 231,000株 16年10月期 77,000株

②期末自己株式数 17年10月期 －株 16年10月期 －株

２．平成17年10月期の業績予想（平成16年11月１日～平成17年10月31日）  

売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金

中間 期末

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中間期 2,287 350 201 － － － － － －

通　期 4,904 830 477 － － 1,000 00 1,000 00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　2,066円19銭

※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで

おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。

なお、上記予想に関する事項は添付資料の15ページを参照して下さい。
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６．個別財務諸表等
(1）貸借対照表

前事業年度
（平成16年10月31日）

当事業年度
（平成17年10月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（資産の部）  

Ⅰ　流動資産  

１．現金及び預金 2,836,245 2,733,210  

２．受取手形 2,600 －  

３．売掛金 841,973 1,192,923  

４．仕掛品 27,771 53,794  

５．短期貸付金 389 193  

６．関係会社短期貸付金 40,354 18,380  

７．前払費用 24,182 41,369  

８．繰延税金資産 78,789 99,759  

９．その他 167 16,242  

流動資産合計 3,852,473 85.9 4,155,874 75.3 303,400

Ⅱ　固定資産  

１．有形固定資産  

（1)建物 22,815 31,543  

減価償却累計額 3,967 18,847 7,133 24,409  

（2)車両運搬具 10,680 10,680  

減価償却累計額 4,741 5,938 6,653 4,027  

（3)工具器具備品 94,687 119,068  

減価償却累計額 54,026 40,661 78,448 40,619  

（4)建設仮勘定  －  7,826  

有形固定資産合計 65,447 1.5 76,882 1.4 11,434

２．無形固定資産  

（1)電話加入権 464 464  

（2)ソフトウェア 7,071 7,865  

（3)ソフトウェア仮勘定 － 7,781  

無形固定資産合計 7,536 0.2 16,111 0.3 8,574
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前事業年度
（平成16年10月31日）

当事業年度
（平成17年10月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

３．投資その他の資産  

（1)投資有価証券 203,290 730,000  

（2)関係会社株式 148,522 268,522  

（3)出資金 10 10  

（4)関係会社出資金 46,852 46,852  

（5)長期貸付金 180 334  

（6)関係会社長期貸付金 34,520 36,265  

（7)長期前払費用 1,921 959  

（8)敷金 110,523 173,986  

（9)繰延税金資産 492 －  

投資その他の資産合計 546,314 12.1 1,256,932 22.8 710,617

固定資産合計 619,298 13.8 1,349,925 24.5 730,627

Ⅲ　繰延資産  

　　新株発行費 15,035 12,625  

繰延資産合計 15,035 0.3 12,625 0.2 △2,409

資産合計 4,486,807 100.0 5,518,426 100.0 1,031,618

 

（負債の部）  

Ⅰ　流動負債  

１．買掛金 70,994 104,990  

２．１年内返済予定長期借
入金

3,270 －  

３．未払金 29,717 43,134  

４．未払費用 145,505 163,730  

５．未払法人税等 184,998 317,143  

６．未払消費税等 40,003 43,152  

７．前受金 741 3,339  

８．預り金 8,642 9,515  

９．賞与引当金 139,463 165,000  

10．その他 1,857 －  

流動負債合計 625,193 14.0 850,006 15.4 224,812

Ⅱ　固定負債  

１．預り敷金 5,820 8,780  

２．繰延税金負債 － 122,194  

固定負債合計 5,820 0.1 130,974 2.4 125,154

負債合計 631,013 14.1 980,980 17.8 349,966
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前事業年度
（平成16年10月31日）

当事業年度
（平成17年10月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（資本の部）  

Ⅰ　資本金
※１．
２

1,513,750 33.7 1,513,750 27.4 －

Ⅱ　資本剰余金  

　　資本準備金 1,428,314 1,428,314  

資本剰余金合計 1,428,314 31.8 1,428,314 25.9 －

Ⅲ　利益剰余金  

１．任意積立金 350 350  

２．当期未処分利益 914,100 1,356,719  

利益剰余金合計 914,450 20.4 1,357,069 24.6 442,618

Ⅳ　その他有価証券評価差額
金

△720 △0.0 238,312 4.3 239,033

資本合計 3,855,793 85.9 4,537,445 82.2 681,652

負債・資本合計 4,486,807 100.0 5,518,426 100.0 1,031,618
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(2）損益計算書

前事業年度
（自　平成15年11月１日
至　平成16年10月31日）

当事業年度
（自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

Ⅰ　売上高 3,000,600 100.0 3,942,058 100.0 941,457

Ⅱ　売上原価  

　　当期製品製造原価 1,902,231 63.4 2,703,943 68.6 801,711

　　売上総利益 1,098,369 36.6 1,238,114 31.4 139,745

Ⅲ　販売費及び一般管理費  

１．役員報酬 48,850 68,842  

２．給与手当 127,621 146,109  

３．賞与 1,960 2,783  

４．賞与引当金繰入額 7,363 8,202  

５．法定福利費 16,780 20,714  

６．旅費交通費 12,444 14,278  

７．求人広告費 45,974 39,562  

８．消耗品費 5,118 3,982  

９．租税公課 － 29,069  

10．支払手数料 46,894 59,633  

11．賃借料 14,369 38,836  

12．研究開発費 ※２ 2,335 －  

13．減価償却費 14,887 17,514  

14．その他 75,991 420,592 14.0 77,470 527,001 13.4 106,408

営業利益 677,776 22.6 711,113 18.0 33,336

Ⅳ　営業外収益  

１．受取利息 779 1,486  

２．受取配当金 1,400 1,200  

３．投資有価証券売却益 3,166 17,147  

４．受取賃料 ※１ 8,952 23,724  

５．受取手数料 ※１ － 7,568  

６．補助金収入 132 524  

７．その他 362 14,792 0.5 169 51,821 1.3 37,028

 

－ 44 －



前事業年度
（自　平成15年11月１日
至　平成16年10月31日）

当事業年度
（自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

Ⅴ　営業外費用  

１．支払利息 1,686 7  

２．新株発行費償却 12,406 10,946  

３．賃貸費用 － 23,724  

４．上場費用 － 17,499  

５．その他 2 14,095 0.5 265 52,443 1.3 38,347

経常利益 678,474 22.6 710,491 18.0 32,017

Ⅵ　特別利益  

１．投資有価証券売却益 － 381,806  

２．関係会社株式売却益 30,396 －  

３．貸倒引当金戻入益 557 30,954 1.0 － 381,806 9.7 350,852

Ⅶ　特別損失  

１．固定資産売却損 ※３ －   1,714    

２．固定資産除却損 ※４ 1,557   －    

３．投資有価証券評価損  －   100,000    

４．過年度源泉税  － 1,557 0.0 9,711 111,426 2.8 109,868

税引前当期純利益 707,871 23.6 980,872 24.9 273,000

法人税、住民税及び事
業税

313,548 469,016  

法人税等調整額 △9,316 304,231 10.1 △61,663 407,353 10.4 103,121

当期純利益 403,639 13.5 573,518 14.5 169,879

前期繰越利益 510,460 783,200 272,739

当期未処分利益 914,100 1,356,719 442,618
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製造原価明細書

前事業年度
（自　平成15年11月１日
至　平成16年10月31日）

当事業年度
（自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

Ⅰ　労務費 1,320,189 69.1 1,736,768 63.4  

Ⅱ　外注費 414,188 21.7 792,575 29.0  

Ⅲ　経費 ※１ 176,798 9.2 207,304 7.6  

当期総製造費用 1,911,176 100.0 2,736,648 100.0 825,471

期首仕掛品たな卸高 23,303 27,771  

　合計 1,934,479 2,764,419 829,940

期末仕掛品たな卸高 27,771 53,794  

他勘定振替高 ※２ 4,476 6,681  

当期製品製造原価 1,902,231 2,703,943 801,711

 

前事業年度 当事業年度

原価計算の方法
原価計算の方法はプロジェクト別個別
原価計算であります。

同　　　　左

※１．経費の主な内訳は次のとおりであります。

前事業年度 当事業年度

交通費（千円） 71,150 84,767

賃借料（千円） 46,698 86,637

減価償却費（千円） 12,498 17,488

※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

前事業年度 当事業年度

研究開発費（千円） 2,335 －

建設仮勘定（千円） － 4,076

ソフトウェア仮勘定（千円） 1,898 2,604

その他（千円） 242 －

合計（千円） 4,476 6,681
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(3）利益処分案

前事業年度
（株主総会承認日
平成17年１月28日）

当事業年度
（株主総会承認予定日

平成18年１月25日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）
増減

（千円）

Ⅰ　当期未処分利益 914,100 1,356,719 442,618

Ⅱ　利益処分額  

配当金 130,900 130,900 184,800 184,800 53,900

Ⅲ　次期繰越利益 783,200 1,171,919 388,718

 

－ 47 －



重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成15年11月１日
至　平成16年10月31日）

当事業年度
（自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1)子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法を採用して

おります。

(1)子会社株式及び関連会社株式

同左

 (2)その他有価証券

時価のあるもの

　決算期末日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定しております。)

(2)その他有価証券

時価のあるもの

同左

時価のないもの

　移動平均法による原価法を採用し

ております。

時価のないもの

同左

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

仕掛品

　個別法による原価法を採用しております。

仕掛品

同左

３．固定資産の減価償却の方法 (1)有形固定資産

　定率法を採用しております。

　なお、耐用年数及び残存価額につい

ては、法人税法の規定する方法と同一

の基準によっております。

　また、取得価額が10万円以上20万円

未満の資産については、３年間で均等

償却する方法を採用しております。

(1)有形固定資産

同左

(2)無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用してお

ります。

(2)無形固定資産

同左

(3)長期前払費用

　均等償却を行っております。

(3)長期前払費用

同左

４．繰延資産の処理方法 新株発行費

　商法に規定してある最長期間(３年)

にわたり毎期均等額を償却しておりま

す。

新株発行費

同左
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項目
前事業年度

（自　平成15年11月１日
至　平成16年10月31日）

当事業年度
（自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日）

５．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。

(1)貸倒引当金

同左

(2)賞与引当金

　従業員の賞与支給に備えるため、賞

与支給見込額の当事業年度負担額を計

上しております。

(2)賞与引当金

同左

６．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。

同左

７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜

方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

会計処理方法の変更

前事業年度
（自　平成15年11月１日
至　平成16年10月31日）

当事業年度
（自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日）

────── 従来、営業外収益の「受取賃料」に対応する賃貸費用は、

売上原価に計上しておりましたが、当事業年度より営業外

費用に「賃貸費用」として計上することに変更いたしまし

た。

これは、当事業年度におきまして当社グループの営業拠

点を拡大した結果、当社グループへの賃貸取引が増加した

ことに伴い、受取賃料及び賃貸費用の重要性が増したため、

営業上の収益と費用及び営業外の収益と費用の対応をより

明確にし、経営成績をより適正に表示するために変更した

ものであります。

この変更により、前事業年度と同一の基準を採用した場

合と比較して、売上原価は23,724千円減少しており、売上

総利益及び営業利益はそれぞれ23,724千円増加しておりま

すが、経常利益及び税引前当期純利益への影響はありませ

ん。

なお、上記基準の変更につきましては、当社グループの

営業拠点の拡大に伴う賃貸取引の影響が下期以降に重要性

が増したため、中間・年度の首尾一貫性を欠くことになり

ました。従って、当中間会計期間は、従来の基準によって

おり、当事業年度と同一の基準によった場合と比べ、売上

原価は4,751千円多く、売上総利益及び営業利益はそれぞ

れ4,751千円少なく表示されておりますが、経常利益及び

税引前中間純利益には影響ありません。
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表示方法の変更

 前事業年度

（自　平成15年11月１日

至　平成16年10月31日）

 当事業年度 

（自　平成16年11月１日

至　平成17年10月31日）

──────

 

 

（損益計算書）

 １．前事業年度において販売費及び一般管理費の「その他」

に含めていた「租税公課」は販売費及び一般管理費の

総額の100分の５を超えたため、当事業年度より区分掲

記しております。

なお、前事業年度の販売費及び一般管理費の「その他」

に含めておりました「租税公課」は7,112千円でありま

す。

２．前事業年度において営業外収益の「その他」に含めて

いた「受取手数料」は営業外収益総額の100分の10を超

えたため、当事業年度より区分掲記しております。

なお、前事業年度の営業外収益の「その他」に含めて

おりました「受取手数料」は289千円であります。

追加情報

 前事業年度

（自　平成15年11月１日

至　平成16年10月31日）

 当事業年度 

（自　平成16年11月１日

至　平成17年10月31日）

──────

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第

９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１日

以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入され

たことに伴い、当事業年度から「法人事業税における外形

標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取

扱い」（平成16年２月13日企業会計基準委員会実務対応報

告第12号）に従い法人事業税の付加価値割および資本割に

ついては、販売費及び一般管理費に計上しております。

　この結果、販売費及び一般管理費が18,624千円増加し、

営業利益、経常利益および税引前当期純利益がそれぞれ同

額減少しております。
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成16年10月31日）

当事業年度
（平成17年10月31日）

※１.会社が発行する株式及び発行済株式の総数 ※１.会社が発行する株式及び発行済株式の総数

会社が発行する株式 普通株式 112,000株

発行済株式の総数 普通株式 77,000株

会社が発行する株式 普通株式 336,000株

発行済株式の総数 普通株式 231,000株

※２.当期中の発行株式数の増加

　(1）有償一般募集（ブックビルディング方式による募

集）

　　　平成16年３月25日

※２.当期中の発行株式数の増加

株式分割（１：３）による増加

平成17年２月21日

発行株式数 154,000株

発行株式数 2,500株

発行価格 1,008千円

資本金組入額 1,183,000千円

資本準備金組入額 1,183,000千円

　(2）株式分割（１：４）による増加

　　　平成16年６月21日

 

 

発行株式数 57,750株

（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成15年11月１日
至　平成16年10月31日）

当事業年度
（自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日）

※１.関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。

※１.関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。

受取賃料 8,952千円 受取賃料 23,724千円

受取手数料 7,200千円

※２.研究開発費の総額 ※２.研究開発費の総額

一般管理費に含まれる研究開発費 2,335千円 一般管理費に含まれる研究開発費 － 千円

 ※３．　　　　　　　──────  ※３.固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

建物

工具器具備品

1,248千円

466千円

　計 1,714千円

※４.固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 ※４.　　　　　　　　──────

建物 1,551千円

工具器具備品 5千円

　計 1,557千円
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①　リース取引

前事業年度
（自　平成15年11月１日

至　平成16年10月31日）

当事業年度
（自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

工具器具備品 14,878 8,949 5,928

取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

工具器具備品 6,121 2,584 3,536

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額

１年以内 2,492千円

１年超 3,592千円

合計 6,085千円

１年以内 1,225千円

１年超 2,367千円

合計 3,592千円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 ３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 3,069千円

減価償却費相当額 2,817千円

支払利息相当額 176千円

支払リース料 2,581千円

減価償却費相当額 2,391千円

支払利息相当額 88千円

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

同左

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

同左

②　有価証券

　前事業年度（自　平成15年11月１日　至　平成16年10月31日）及び当事業年度（自　平成16年11月１日　至　

平成17年10月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

③　退職給付

　該当事項はありません。
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④　税効果会計

前事業年度
（自　平成15年11月１日
至　平成16年10月31日）

当事業年度
（自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日）

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（繰延税金資産）

賞与引当金 56,622千円

未払事業税 16,308千円

未払費用 3,923千円

未払事業所税 1,864千円

その他 70千円

その他有価証券評価差額金 492千円

繰延税金資産計 79,281千円

（繰延税金資産）

賞与引当金 67,116千円

未払事業税 25,505千円

未払事業所税 2,113千円

未払費用 3,392千円

投資有価証券評価損 40,600千円

その他 1,724千円

繰延税金資産計 140,452千円

（繰延税金負債）  

その他有価証券評価差額金 162,887千円

繰延税金負債計 162,887千円

繰延税金負債の純額 22,434千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 42.0％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.2％

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目
△0.0％

住民税均等割額 0.5％

税率変更影響額 0.3％

その他 0.0％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.0％

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下で

あるため記載を省略しております。

３．繰延税金資産の算定に使用した法定実効税率は、当事

業年度に実施された増資等により、前事業年度の流動

区分41.6％、固定区分39.8％から当事業年度は流動区

分、固定区分とも40.6％に変更しております。この変

更による損益に与える影響は軽微であります。

──────
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成15年11月１日

至　平成16年10月31日）

当事業年度
（自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日）

１株当たり純資産額 50,075円24銭

１株当たり当期純利益 5,526円42銭

１株当たり純資産額 19,642円62銭

１株当たり当期純利益 2,482円77銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、希薄化

効果を有する潜在株式が存在しないため、記載しておりま

せん。

　当社は、平成16年６月21日付をもって、普通株式１株を

４株に分割しております。

　なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合

の前事業年度における１株当たり情報については、以下の

とおりとなります。

（前事業年度）

１株当たり純資産額 17,597円01銭

１株当たり当期純利益 4,531円39銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、希薄化

効果を有する潜在株式が存在しないため、記載しておりま

せん。

　当社は、平成17年２月21日付をもって、普通株式１株を

３株に分割しております。

　なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合

の前事業年度における１株当たり情報については、以下の

とおりとなります。

（前事業年度）

１株当たり純資産額 16,691円75銭

１株当たり当期純利益 1,842円14銭

 　なお、前事業年度における潜在株式調整後１株当たり当

期純利益は、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないた

め、記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前事業年度
(自　平成15年11月１日
至　平成16年10月31日)

当事業年度
(自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日)

当期純利益（千円） 403,639 573,518

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 403,639 573,518

期中平均株式数（株） 73,038 231,000

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益の算定に含め

なかった潜在株式の概要

商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規

定に基づく新株予約権

①発行日　平成16年４月22日 

（目的となる株式数の合計）640株 

（行使期間）自平成18年１月28日 

至平成23年１月27日 

（行使時の発行価格）495,000円 

②発行日　平成16年７月８日 

（目的となる株式数の合計）90株 

（行使期間）自平成18年１月28日 

至平成23年１月27日 

（行使時の発行価格）496,316円 

商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規

定に基づく新株予約権

①発行日　平成16年４月22日 

（目的となる株式数の合計）1,620株 

（行使期間）自平成18年１月28日 

至平成23年１月27日 

（行使時の発行価格）165,000円 

②発行日　平成16年７月８日 

（目的となる株式数の合計）219株 

（行使期間）自平成18年１月28日 

至平成23年１月27日 

（行使時の発行価格）165,439円 
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（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成15年11月１日
至　平成16年10月31日）

当事業年度
（自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日）

１．平成16年12月８日開催の当社取締役会において、以下

のとおり株式分割の決議をいたしました。

(1）分割方法

　平成16年12月31日（金曜日）〔ただし、当日は名義書

換代理人の休業日につき、実質上は平成16年12月30日

（木曜日）〕株主名簿及び実質株主名簿に記載された株

主の所有株式１株につき、普通株式３株の割合をもって

分割する。

──────

(2）分割により増加する株式の種類及び株式数

　普通株式とし、平成16年12月31日（金曜日）〔ただし、

当日は名義書換代理人の休業日につき、実質上は平成16

年12月30日（木曜日）〕最終の発行済株式総数に２を乗

じた株式数とする。

(3）株式分割日　　　　　　平成17年２月21日

(4）配当起算日　　　　　　平成16年11月１日

　当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前

事業年度における１株当たり情報及び当期首に行われた

と仮定した場合の当事業年度における１株当たり情報は

それぞれ以下のとおりとなります。

前事業年度 当事業年度

１株当たり純資産額
5,865円67銭

１株当たり純資産額
16,691円75銭

１株当たり当期純利益
1,510円46銭

１株当たり当期純利益
1,842円14銭

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益

－円－銭

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益

－円－銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、前事

業年度は潜在株式が存在しないため、また、当事業年度

は、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため、記

載しておりません。
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前事業年度
（自　平成15年11月１日
至　平成16年10月31日）

当事業年度
（自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日）

２．当社は、平成16年12月28日付で株式会社ソフトフロン

トの普通株式8,000株を第三者割当により増資を引き

受け、当該会社の発行済株式総数の11.0％を保有いた

しました。なお、当該会社の概要等は以下のとおりで

あります。

──────

(1）商号

　　株式会社ソフトフロント

 

 

(2）事業の内容

　　SIP・VoIP技術を核としたソフト開発環境の提供及び

同開発環境に対する技術支援、関連する受託開発・コ

ンサルテーション等

 

 

(3）資本金

　　1,996百万円

 

 

(4）取得価額

　　557百万円

 

 

(5）取得の理由

　　事業の共同展開による当社の携帯電話端末受託開発事

業と株式会社ソフトフロントのSession

Initiation Protocol（SIP）のライセンス販売事業の

発展及び拡大

 

 

７．役員の異動
(1）代表者の異動

　該当事項はありません。

(2）その他の役員の異動

該当事項はありません。
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